















































主著『経済学原理』1848年John Stuart Mill, 1806-1873, Principles of

































































































































を「公民的時代J die staatsbiirgerlicheP riode,これに続く19世紀後半以



























































































1844-1880, Die Einkommensteuer. Finanzwissenschaftliche Studien zur





























































Soziologische Streifzuge.Gesammelte Reden und Aufsatze, 2. Band, Jena 1927, S.
313)。その財政学説のもつ影響力に関しては，シュタインもシェフレも，
ワーグナーの足もとにもおよばなかったのだ。
　そこから，ワーグナー財政学を構成する一分肢として定立された，彼の
租税原則体系もまた，同様の大きな影響力をもち続けた，といわねばなら
ないであろう。
　ワーグナーは，ドイツ官房学の学問的伝統を受けつぎ，イギリス古典派
経済学的教養をも身につけた上で，時代の要請や趨勢を正面から受けとめ
て，これを「社会時代」と総括した。そして，「社会時代」的要素や要請
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を積極的に組み込むことによって，時代の財政学説ともいいうる「社会時
代の財政学」を構築したのである。
　かくして，このような全体的構想を基礎にワーグナーの課税の原則体系
論は，よく国民連帯的・福祉国家論的「大きな政府」観にもとづく租税原
則論の大きな潮流を，時代の主流派の原則論として再興し，その最先端を
ゆくものとしての地位を，確乎たるものにすることができた。そして，ま
さに時代の代表的租税原則学説となったのである。次いで，
　2.19世紀後半の西欧では，その社会・経済体制の維持発展のために
は，国家が資本主義体制のうみだした成果に，何らかの形での社会政策的
介入を不可避としていた現実に，彼の財政学説，したがって租税原則学説
も，最も適合していた，というその時代的背景にも大いに由来していると
思われる1）。
　　付記
　　　本論文は，平成11年度成城大学教員特別研究助成にもとづく共同研究「19
　　世紀西欧における経済・社会思想」における，筆者の研究分担分の研究成果の
　　一部である。
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